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１．行政評価制度とは

行政評価とは、行政機関の活動を何
らかの統一的な視点と手法によって、
客観的に評価することをいう。

一般的には、事業の見直し・改善の
サイクルであるPDCAサイクルのＣの
部分で実施し、その評価結果を行政
運営に反映する。

行政評価は、政策、施策、事務事業
について、それぞれ事業実施前（事
前評価）、事業実施後（事後評価）に
行うことができる。 政策
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政 策：特定の行政課題に対応するために立案
された方針であり、行政活動の大きな単位

施 策：政策を実現するための具体的な方策

事務事業：施策を実現するための個々の事務及び
事業をいい、行政活動の一番小さな単位
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２．行政評価制度導入の背景

右肩上がりの成長時代の終焉
バブル経済の崩壊
超高齢化社会の到来

地方公共団体の経営難時代の到来
少子高齢化に伴う人口減少時代の到来
団塊世代の大量退職に伴う職員数の減少
景気対策に伴う地方財政の悪化（国と地方を合わせて８０
０兆円を超える借金）
国の三位一体改革に伴う地方財政を取り巻く環境の変化

⇒本市においても、合併時には想定できなかった財源の不足
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３．西東京市の行政評価

西東京市では、合併市としての課題を抱える一方で、新市とし
て市民ニーズや市の重要課題を見極め、限られた行政資源（人
員・財源等）を効率的・効果的に配分し、戦略的で費用対効果
の高い事業運営を行っていく必要があり、市の事業を不断に見
直し、改善を図っていくツールの1つとして、平成17年度から行
政評価制度を本格導入した。
平成18年度に制度自体を見直し、平成18年度から3年間は市の
裁量の余地のある事務事業（約450事業）について、単年度1約
150ずつ評価し、個々の事務事業を徹底的に見直すこととした。
また、3年間で職員の評価スキルを向上させ、庁内に評価事務
を定着させた上で、次の段階として施策評価・政策評価へ移行
することとした。
なお、評価結果については、短期的には予算へ、中長期的には
総合計画などの施策、政策等へ反映する。
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４．西東京市の評価制度の流れ

ステップ１：所管課一次評価 ～現場の意見を反映～
事業所管課によって、事業の達成状況や現場の課題を実務担当者の立場から、他市類似事業との比較を踏まえ、客観的・統
一的手法により明示し評価する。

ステップ２：事務事業等適正化委員会二次評価 ～客観的な評価により各事業の課題を把握～
事務事業等適正化委員会委員（課長職）によって、一次評価シートをもとに事業所管課へのヒアリングを実施する。
二次評価では、ヒアリングを踏まえ、各事業における本市の水準や課題を客観的な視点から判断し評価する。

ステップ３：部長級会議 ～全庁的な視点から、現実的な対応や市の方向性を検討～
1次・2次の評価作業を尊重しつつ、当該事業を拡充・変更・縮小・廃止した場合の影響を検討し、より高度の視点から、現実的
な対応と方向性を打ち出し、市の事業・施策展開の方向性を明確にする。

ステップ４：行財政改革推進本部評価 ～経営トップによる判断～
市の戦略を明らかにし、最終的な評価を行う。

ステップ５：市民説明会・パブリックコメント・行財政改革推進委員会 ～市民要望・学識意見を行政へ反映～
庁内評価結果を市民説明会の開催やホームページへの掲載により市民へ公表する。併せて、パブリックコメントを実施して、
市民の意見や要望を把握する。
その後、市民意見と評価結果を併せて第三者から構成される行財政改革推進委員会へ諮り、第三者的な意見をいただく。

短期的には予算へ、中長期的には計画や施策へ反映
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５．事業の見直し・改善の視点

事業見直し・改善においては、以下の4つの視点から実施します。

1. 庁内類似事業を整理・統合する。
2. 時代の変化・市民要望等を踏まえ、ビルドすべき施策・事業を検討する。
3. 事業のサービス水準については、26市の平均との比較に留意して、本市水準を調整する。
4. 事業の受益者負担導入を検討する。

平成平成2222年度まで年度まで に、関係団体等と調整のうえ、段階的に実施し、以下の三つを達成します。

①一市二制度を解消し、効率的・効果的な事業運営を行う。
②市財政の健全化（持続可能な財政基盤の強化）を図る。
③新規事業や事業再構築のための財源を確保する。

これにより確保された財源を基に、後期総合計画の見直しの中で、将来にわたる市を取り巻く行財政
環境や市民要望等を総合的に勘案し、戦略的に市の重点事業を展開していきます。

・合併による財政的支援措置は5年間の経過措置があるものの、時限
的なもので、基本的には22年度で終了する。
・合併前には想定できなかった三位一体改革に伴う影響により、大幅
な財源不足が生じている。
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６．平成２０年度の評価結果

平成20年度は、155の事業（事前１・事後154）を評価しました。
8月29日（金）午後・夜間に市民説明会を開催し、同時にパブリッ
クコメントを実施（8月29日～9月29日）します。
評価内容の詳細については、8月29日（金）から市のＨＰや、情報
公開コーナーで閲覧できます。

１０１４７５６１３行革本
部評価

２１１８７０６３０二次

評価

００４４７９７６一次
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＜事後評価結果＞
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